
聴覚障害児支援中核モデル事業実績報告書 

岐阜県 

１、 地域の現状と課題 

○難聴児に対しては、保健、医療、福祉、教育の各分野において、当県では以下のとおり支援を

行っているが、各分野の連携が十分になされていない状態であった（令和２年度以前）。 

 

・保健・医療…新生児聴覚スクリーニング検査による早期発見の促進 

                    （県・市町村・医療機関） 

・福祉…難聴児専門療育機関における療育、その他の療育機関による療育の実施 

                    （市町村・療育機関） 

・教育…聾学校による専門教育、特別支援学校による教育、小中学校の難聴特別 

支援学級による教育。 

 

○難聴児の支援については、新生児期においてできるだけ早期に発見し、乳児期から幼児期の療

育段階、学齢期以降の教育段階へと適切な支援が受けられるよう繋いでいくことが必要である

が、本県においては、主に以下の課題がある。 

 

・「難聴診断を受けてからの相談先や療育支援の利用がわからない」との保護者の    

声がある。 

・専門の療育機関が岐阜市に１か所あるのみであり、療育支援に地域格差がある。 

・難聴児支援は専門性が高いため、支援に係る人材の育成、確保が困難。 

 

○これらを解決し、適切な難聴児支援を実現するためには、保健、医療、福祉、教育の各分野の

関係機関が連携して支援を行うことのできる体制づくりが必要である。 

 

２、 都道府県におけるこれまでの活動・取組（主なもの） 

○新生児聴覚スクリーニング検査による早期発見の促進 

県・市町村・医療機関が連携した早期発見の取組を実施 

（令和元年度実績 受検者数 12,361人 受検率 97.4％ 確定診断人数 42人） 

 ○難聴児教育の推進 

  ・県立岐阜聾学校による専門教育、特別支援学校による教育 

  ・小中学校の難聴特別支援学級による教育 

 ○協議会による検討 

学識経験者、難聴児の保護者、保健・医療・福祉・教育の各分野の関係者からなる「岐阜県

難聴児支援に関する検討会（令和元年１２月設置）」により、関係機関が連携して支援する本

県の難聴児支援体制づくりの検討を実施（実績６回：令和元年度２回、令和２年度３回、令和

３年度１回、令和４年度２回） 



＜開催状況＞ 

 第１回 令和２年１月１７日  難聴のお子さんに係る現状、課題についての意見・情報交換  

第２回 令和２年３月１７日  難聴のお子さんに係る課題の整理及び支援体制づくりの在り方につ 

いての検討 

第３回 令和２年９月２５日   支援体制づくりの方向性についての検討 

第４回 令和２年１１月２４日 支援体制づくりの具体化に向けた検討（センターが担う機能、設置

形態等） 

第５回 令和３年２月１９日  支援体制づくりの具体化に向けた検討（地域での支援の強化等） 

第６回 令和３年９月１５日  難聴児支援センターの設置について 

               医療の充実に向けた方向性について 

第７回 令和４年５月２７日  令和３年度の難聴児支援に係る取組状況について 

               令和４年度の難聴児支援に係る主要事業について 

               「難聴児早期発見・早期療育推進のための基本方針」について 

第８回 令和５年２月３日   難聴児の就学支援に向けた難聴児支援センターの役割について 

 

 ○家族支援の取組 

・保護者向けサポートブックの作成・配布 

難聴児の支援制度等の周知を図るため、保護者向けサポートブックを作成し、医療機関、

市町村、児童発達支援事業所等関係機関を通じ保護者に配布 

（令和元年度に暫定版、令和２、３年度に本編・概要版（各 3,000部を作成） 

  ・保護者向け学習会 

保護者の不安軽減及び保護者同士による交流の場の確保（拡大）を図るため､「お子さん

のきこえに関するファミリーセミナー」を開催（令和２年度２回、令和３年度１回） 

・専門療育機関による相談・指導（令和２、３年度） 

専門療育機関に委託し、在宅の難聴児及び保護者に対し、各種の相談対応・指導を実施 

【委託先】社会福祉法人岐阜市社会事業団 

（岐阜市福祉型児童発達支援センターみやこ園） 

 

３、 本事業での取組 

１） 協議会の設置について 

    岐阜県難聴児支援に関する検討会による検討を実施（令和元年１２月から設置） 

① 協議会の構成員 

学識経験者、医療機関代表、療育機関代表、教育機関代表、市町村代表、関係団体代表、

当事者（保護者の方） 計１７名（詳細は資料１のとおり） 

② 協議会の開催回数、開催日、議題、出席状況（令和５年度） 

開 催 回 数…２回 

 （１回目） 

開 催 日…令和５年１２月１日 

議 題…令和４年度の難聴児支援に係る取組状況について 



         令和５年度の難聴児支援に係る取組について 

         「岐阜県障がい者総合支援プラン」の策定（素案）について 

          ・「難聴児の早期発見・早期療育推進のための基本方針」を踏まえて策定 

          ・プラン内に盛り込むことを説明 

   （２回目） 

開 催 日…令和６年３月２５日（書面開催） 

議 題…「第４期岐阜県障がい者総合支援プラン」について 

         岐阜県難聴児診療に関わるポケットマニュアルの発行について 

③ コーディネーターの職種と経験年数 

難聴児支援に関する検討会の会長である岐阜大学医学部の元教授（現在は民間病院にて勤

務）の学識経験者が検討会の設立当初から実施している。 

 

④ コーディネーターの主な役割 

当検討会の議事の進行及び検討会に出席している各委員の意見等の集約と調整を行う。ま 

た、検討会の内容について、事前に県と打合せを行い、検討内容の調整を行うなど、検討 

会全体の調整も行う。 

 

２） 関係機関との連携 

① 現状 

○岐阜県難聴児支援に関する検討会による支援体制づくりの検討 

「１ 地域の現状と課題」を踏まえ、「岐阜県難聴児支援に関する検討会」において、

令和２年度から保健・医療・福祉・教育の関係機関が難聴児支援に係る現状・課題の情報

共有と対策についての検討を実施 

 

② 実施内容及び手法 

○岐阜県難聴児支援センターの設置 

岐阜県難聴児支援に関する検討会での検討を踏まえて、岐阜大学医学部附属病院に「岐

阜県難聴児支援センター（以下、「センター」については、「岐阜県難聴児支援センター」

と同義とする。）」を設置 

 

③ 結果 

○岐阜県難聴児支援センターによる支援体制の構築 

保健、医療、福祉及び教育の各分野の関係機関（医療機関、療育・相談機関、聾学校、

市町村等）の連携により、新生児から学齢期までの一貫した支援を行うための拠点とし

て、専門的な相談対応、保護者に対する支援等の業務を実施 

 

○岐阜県難聴児支援センターによる連携会議の実施（令和３年１１月から実施） 



開催回数…１０回（令和５年度分） 

構 成 員…療育機関(みやこ園)、教育機関（岐阜聾学校、飛騨特別支援学校、東濃特別 

支援学校）、県庁内関係課（障害福祉課、子育て支援課、医療福祉連携推進課、 

特別支援教育課） 

内  容…センターの取組の報告、関係機関との情報共有の在り方・具体的なケース検討 

 

○２次・３次新生児聴覚スクリーニング検査医療機関と岐阜県難聴児支援センターとの連携 

新生児聴覚スクリーニング２次・３次検査医療機関から難聴（疑いを含む）と判明した

方にセンターの紹介と検査結果の情報を受領。（令和５年度） 

《実 績》 

 ・報告件数 ７８件（２次検査機関６３件 ３次検査機関１５件） 

  →検査結果の報告から難聴が疑われる報告に対して２次聴覚検査機関に検査内容や 

   結果の確認を実施。（２次聴覚検査機関２件） 

  →２次聴覚検査機関から３次聴覚検査機関へ紹介を行ったものの、３次聴覚検査医 

   療機関に繋がっていない報告に対して２次・３次聴覚検査医療機関に状況確認を 

   実施。（２次聴覚検査機関２件） 

 

３） 家族支援の実施 

① 現状 

    「１ 地域の現状と課題」を踏まえ、令和２年度に保護者向けサポートブック（本編・概

要版）を作成し、保護者への配布を開始。また、保護者向け学習会、専門療育機関による相

談・指導を実施 

 

② 実施内容及び手法・結果 

○保護者向けサポートブック（本編・概要版）の改訂 

令和４年１１月に保護者向けのサポートブックを改定し、医療機関、市町村、児童発達

支援事業所等関係機関を通じ保護者に配布。（本編 3,000部、概要版 1,000部を作成） 

 

   ○きこえの手帳の作成・改訂 

     令和５年３月にきこえに関わる支援機関や聴力検査の結果がひとつにまとめられた手  

    帳を作成し、難聴児支援センターに相談のあった保護者に配布。（２００冊作成） 

 

   ○保護者向け手引書の改訂・配布 

     令和５年１２月にきこえの手引き「お子さんのきこえのために」を改訂・配布。（１０,

００冊作成） 

 

○片耳難聴についてのリーフレットの作成 

令和５年１２月に片耳難聴に関わる情報や支援に関する情報をまとめられたリーフレッ



トをセンターに相談のあった保護者や本人、支援に関わる関係者に配付。（５００冊作

成） 

 

○保護者向け学習会・相談会の開催（令和５年度） 

保護者の不安の軽減、保護者同士による交流の場の確保（拡大）を図る学習会を実施。

（岐阜地域、東濃地域、飛騨地域で各２回、計６回実施） 

 

○一側性難聴に関わる学習会の開催（令和５年度） 

 保護者の不安解消やお子さん理解を深める学習会を実施。併せて保護者同士の交流会の

場を提供。（４７人参加） 

 

４） 巡回支援の実施 

① 現状 

保護者からの「身近な地域で適切な療育を受けられるようにしたい」との声が多いこと

を踏まえ、地域における難聴児支援体制の強化（地域の支援機関等への助言・指導）を実

施 

② 実施内容及び手法 

難聴児が地域において利用する学校、保育所、幼稚園、児童発達支援所、相談支援事業

所等に、専門療育機関（岐阜市福祉型児童発達支援センターみやこ園）の職員を派遣し、

当該難聴児に対する支援方法に関する指導、助言等を実施 

 

③ 結果 

対 象：難聴児が利用する小中学校、児童発達支援事業所等 

実施回数：３４回（令和５年度） 

支援内容：難聴児に対する支援方法に関する指導、助言等を実施 

 

５） 聴覚障害児の支援方法に係る研修の実施 

① 現状 

難聴児が地域の療育機関から必要かつ適切な支援を受けながら安心して生活できるよ

う、地域の児童発達支援事業所における療育の質の向上（児童発達支援事業所への研修）

を実施 

② 実施内容及び手法・結果 

地域の児童発達支援事業所又は児童発達支援センターが難聴児を受け入れる際の支援ス

キルの獲得又は難聴児受入れ後の同スキルの向上のため、専門療育機関の（岐阜市福祉型

児童発達支援センターみやこ園）職員による研修を実施 

・対 象：児童発達支援センター及び児童発達支援事業所 

・実施回数：１回 （令和５年度） 



・支援内容：専門療育機関の職員（講師）による研修を実施 

 

４、 考察 

① 本事業の実施前後で改善したこと 

岐阜県難聴児支援センターを中心とした支援体制を整備したことにより、難聴と判明（疑い

をふくむ）した段階から、難聴児の保護者が本県の難聴児支援に関する情報を速やかに取得で

きるようになっただけでなく、これまでどこに相談して良いかわからなかった状況を改善し、

速やかに専門相談を受けることができる体制を整備することができた。 

② 本事業を実施した中で効果的と考えられる取組 

 ○岐阜県難聴児支援センターの設置 

岐阜県難聴児支援センターを中心に保健・医療・福祉・教育の各分野の連携を促進するこ

とにより、難聴児及びその保護者に対し新生児期から学齢期までの一貫して支援を行うこと

ができる体制が構築された。 

③ 本事業を実施した際に、困難と思われたこと及び明らかになった課題 

○岐阜県難聴児支援センターの周知啓発 

  岐阜県難聴児支援センターを中心とした支援体制の促進を図るためには、岐阜県難聴児支

援センターが行う取組みや役割について、関係機関等に理解いただく必要があるため、それ

らについての周知啓発を実施していく必要がある。 

 

 ○岐阜県難聴児支援センターの円滑な運用に向けた難聴児に関する関係機関の情報共有 

   岐阜県難聴児支援センターの円滑な運用と当事者の負担軽減のためには、新生児スクリー

ニング検査により難聴と診断された児童の検査結果や難聴児のこれまでの支援状況が情報共

有できるようにする必要がある。 

 

５、 今後の展望 

 ① 明らかになった課題に対して、今後どのように対応する予定か。 

  ○岐阜県難聴児支援センターの周知啓発 

    岐阜県難聴児支援センターを中心とした支援体制の促進を図るために、岐阜県難聴児支援

センターが行う取組みや役割について、関係機関等に理解いただけるよう、周知啓発に係る

取組みを実施する。 

 

  ○２次・３次新生児聴覚スクリーニング検査医療機関とセンターの連携強化と保護者理解促進 

    ２次・３次新生児スクリーニング検査医療機関（９医療機関）と岐阜県難聴児支援センタ

ーが検査結果の共有に向け難聴児の保護者の同意が必須であるため、同検査機関による岐阜

県難聴児支援センターの理解を図るリーフレットを活用した保護者への丁寧な説明を実施す

る。 

 



  ○情報共有ツールの周知 

    医療・療育等の支援機関が難聴児の難聴の程度、既支援機関等の情報が把握できる情報集

約ツール（きこえの手帳）を活用できるよう、関係機関及び保護者への説明を実施し、周知

を図る。 

 

 ② 本事業での取組内容を、今後どう活かしていくのか。 

   本事業によって、保健・医療・福祉・教育の関係機関の連携の中心となる岐阜県難聴児支援

センターを設置し運用を開始した。今後は、センターと各分野が円滑に連携し、新生児期から

学齢期まで一貫して難聴児を支援する体制づくりを引き続き推進していく。 

 

６、 参考資料 

資料２から４のとおり。 



岐阜県難聴児支援センターについて 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）目  的 難聴児に対し、保健・医療・福祉・教育の各分野の関係機関の連携により、新生児期から学齢期までの一貫した支援
を行うための拠点を設ける。 

（２）名  称 岐阜県難聴児支援センター 

（３）開 設 日 令和３年１１月1日（月） 

（４）設置場所 岐阜大学医学部附属病院（岐阜大学医学部本館１階） 

（５）運営体制 岐阜大学医学部附属病院への委託 

（６）人員体制 センター長（小川武則 耳鼻咽喉科長・教授）、副センター長（小原奈津子 臨床講師）、 

特別アドバイザー（青木光広 岐阜大学招聘教員）、支援員１名（言語聴覚士）、事務員１名 

基   本   事   項           

業 

◆ 相談支援  

 ○新生児聴覚スクリーニング検査の時点から最適な支援に繋げられるよう、関係機関（市町村（保健・福祉）、医療機関、療育機関
等）と連携しながら対応 

【初期相談・総合相談】 

・週１回、「（仮称）こどものきこえの相談日」を設定し、個別相談に対応 

・相談日以外においても、来室、電話、メール、リモートでの個別相談に対応。保護者からの求めに応じ、居宅での個別相談（出張
相談）にも対応 

・飛騨地域、東濃地域での出張相談日を設定（リモート相談を適宜実施。） 

・保護者からの求めに応じ、耳鼻咽喉科医（精密検査）の受診時の付添を実施 

【個別一貫支援】 

・療育等の関係機関に繋いだ後も、継続的に難聴児への支援を実施（伴走型支援） 

◆ 保護者支援  

 ・保護者向け学習会の開催（保護者の交流の場を設定。岐阜、飛騨、東濃にて定期的に開催することを想定。） 
 ・保護者向け手引書の作成、配布 

◆ 関係機関との連携推進  

・センター運営会議（当面毎月）の開催（メンバー（案）：センター、専門療育機関（みやこ園）、聾学校、県障害福祉課（このほか、
必要に応じて関係者を招聘）） 

◆ 普及啓発  

 ・センターだよりの発行（行事案内等） 
 ・地域や関係機関への出前講座の実施（ニーズを見て開催を検討） 

事           業 
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難聴児支援センターと関係機関の連携について

難聴児とその保護者

出生 検診

不安

信じられない
どうすればいい？

絶望感

どうしたらいいか
相談しよう！

難聴児支援センター

岐阜大学医学部附属病院

医 療

助言

医療へ（人工内耳等）

産 科
２次聴覚
検査機関

精密検査
機関

初回 ２次 ３次

新生児聴覚
ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ検査

要再検査
（Ｒｅｆｅｒ）

難聴
診断

難聴疑い

一側性難聴
（経過観察）２次

検査
紹介

精密
検査
紹介

聾学校

保育・療育検 査 教 育

みやこ園

聾学校幼稚部

地元の療育機関

保育園

幼稚園

療育

保育

センター
案内

センターへ情報提供
することへの同意

小中学校

・

特別支援
学校

きこえと
ことばの
支援セン
ター

市町村

相談 支援報告 相談 支援

母と子の健康サポート事業（保健師による訪問等） 障害児支援

相
談
・
支
援

相
談
・
支
援
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保護者

きこえにくい

お子さん

地 域

【イメージ】

きこえにくいお子さんへの支援体制づくりの基本的な在り方

○きこえにくいお子さんが住み慣れた地域でできるだけ不自由なく暮らしていけるよう、
途切れなく支援できる体制を築く。

○保護者の皆さんに寄り添った相談対応を行うことで、抱えている不安等を和らげ、早期
支援に繋げていく。

みやこ園 岐阜聾学校

相談支援事業所

療育機関
（児童発達支援事業所）

市町村（障がい・児童福祉）

岐阜県難聴児支援センター

保育所・幼稚園

特別支援学校・小中学校

医療機関
（産科・耳鼻咽喉科）

市町村（母子保健）

最適な支援への繋ぎ丁寧な相談対応


